
三重県アセアンビジネスサポートデスク現地レポート 

平成２６年６月 20 日 

三重県アセアンビジネスサポートデスク 

株式会社野村総合研究所（ＮＲＩ） 

    

に けベトナムにおける反中国に対する暴動か みからみる日日越経経済関係    

先月(2014 年 5 月)、ベトナムにおける対中暴動は、南シナ海での中国による石油掘削作

業をめぐり、西沙（英語名パラセル）諸島付近でベトナムと中国の艦船の衝突が相次いだ

ことをきっかけに 5/10 頃から暴動が発生した。南部のビンズオン省などでは、日系企業へ

の被害も出るなど、中国企業を中心に大きな被害になった。筆者が、5/12 からハノイ出張

した際、現地では暴動の気配はなかったが、政府機関等を訪問した際、守衛から必ず「中

国人ですか？」と聞かれたが、「日本人です」と回答すると、問題なく用件を済ませること

ができた。なお、ベトナム政府側から日本側へは、補償も含めた相談があり、在越の日系

企業に対しては、ベトナム政府としても非常に重要に捉えていることがうかがえる。 

そもそも、ベトナムと中国との経済関係を中心について整理する。 

貿易に関しては、中国からの輸入額はトップで約 250 億ドルあり輸入額全体の 1/4 以上

が中国からである。国境を接しているため、統計上に反映されていない中国からの密輸を

含めると、さらに多くのものが中国から輸入されている。輸出額でみると、米国の約 197

億ドル、日本の約 131 億ドルに次いで、3 番目が中国の 124 億ドルである。中国との間で

は、ベトナムの大幅な貿易赤字となっている。日本との間ではほぼ均衡しており、米国と

の間では貿易黒字となっている。 

投資については、中国からの投資は、必ずしも多くなく、2012 年までの累計金額は 47

億ドルで全体の 2％にとどまっている。一方、日本からのベトナムの投資額は最大で、287

億ドルで全体の 14%を占めている。次いで、台湾からが 271 億ドルで 13%となっている。

今回の暴動で、中国企業を中心に多くの被害が出ているが、日本企業や台湾企業にも被害

が出ているというのは、そもそも外資系企業としての日本企業や台湾企業が多いことも影

響していると言える。 

ベトナムと中国は、隣接国で、経済的な関係のみならず、今回の暴動になった領海の問

題、さらに古くは支配関係もあり、非常に複雑な関係であることは言うまでもありません。

ベトナムでの事業展開を考える際は、越中関係に留意しながら進めていくことは、必須と

なります。 

一方で、日本とベトナムは、投資額、件数も多く、貿易関係でも深く、ベトナム側とし

ても、日本との経済関係は非常に留意しています。近年は、日越イニシアティブという日

本とベトナム側の協力関係も構築され、日越の経済関係はますます深くなっています。ベ

トナムでの事業展開を検討される際は、このような活動の進捗も見据えながら、行ってい

ただきたいと思います。 



日越イニシアティブ：日越共同イニシアティブは，ベトナムの投資環境を改善し，外国

投資を拡大することを通じて，ベトナムの産業競争力を高めることを目的として，２００

３年４月，日越両国首脳の合意によって設置された枠組み。 

http://www.vn.emb-japan.go.jp/jp/economic/Joint-Initiative-index.html 
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ベトナムにおける貿易統計（単位：100 万米ドル、％） 
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出所)ベトナム通関統計 

 

 

ベトナムにおける国別外国投資プロジェクト件数と投資額(100 万ドル) 

 

出所）ベトナム統計局 

 

 


